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１ 一筆地調査について
２－（１）～（３） 一筆地調査の準備作業における効率化
３－（１）～（３） 一筆地調査の現地調査における効率化



１．一筆地調査について

○ 一筆地調査とは、毎筆の土地についてその所有者、地番、地目及び筆界を調査するものであり、
その具体的作業内容は、以下のとおり。

①準備作業：調査図素図及び地籍調査票の作成、現地調査の通知
②現地調査：調査図素図に基づき、毎筆の土地について所有者等の立会いを求めて筆界等を調査

地籍調査の流れ

①住民への説明会
調査に先立って、住民への説明会を実施

②一筆地調査
土地所有者との現地立会により、一筆ごと

の境界等の確認

③地籍測量
専用の測量機器で、測量の基準点の設置

や一筆ごとの境界の正確な測量を実施

④地積測定・地籍図等作成
各筆の筆界点をもとに、正確な地図を作り、

面積を測定

⑤成果の閲覧・確認

地籍簿と地籍図の案を閲覧にかけ、誤り等
があれば適宜訂正

⑥登記所への送付
登記所に成果を送付
登記簿が書き改められ、地籍図を備付

①調査図素図及び地籍調査票等の作成
調査図素図は登記所に備え付けられている

地図に準ずる図面に基づき作成し、地籍調査
票は登記簿に基づき作成する。

②現地調査の通知
現地調査を実施する地域内の土地の所有者

その他の利害関係人又はこれらの者の代理人
に、実施する地域及び時期並びに調査に立ち
会うべき旨を通知する。

③現地調査の実施
調査図素図に基づいて、土地の配列の順序

に従い、毎筆の土地について所有者等の立会
いを求めて筆界等の調査を行った上で、調査図
素図及び地籍調査票に調査結果を記録する。

※準備作業

※現地調査
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【参考】 地籍調査成果と不動産登記の関係について

○ 地籍調査成果（地籍簿及び地籍図）の写しは、登記所に送付される。
○ 地籍調査成果の送付を受けた登記所の登記官は、地籍簿に基づき登記簿の土地の表示に関する

事項等を修正し、地籍図を登記所の地図（不動産登記法１４条１項）として備え付ける。

地籍調査 不動産登記

成果の写しの送付
国土調査法２０条１項

地籍簿に基づき登記官がする登記

・国土調査法３２条に基づき分割又は合併があったものとして
調査を行った土地に係る分筆又は合筆の登記

・土地の表題登記

・表題部の登記事項に関する変更登記又は更正登記

・所有権の登記名義人の氏名・住所の変更登記又は更正登記
（例）婚姻による氏の変更、転居による住所変更など

登記所の地図に対する地籍図の占める割合

地図の種類 枚数 全体に対する割合

地籍調査による地籍図 約289万枚 73.7％

土地改良図等の土地所在図等 約101万枚 25.7％

法務省作成地図 約1万7千枚 0.43％

合計 約392万枚 （平成２７年４月時点）

地籍簿

地籍図

登記簿
（イメージ）

地図

・地籍簿に基づき修正

・地籍図を地図として備え付け
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【参考】参照条文

国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）
（成果の写しの送付等）
第二十条 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、前条第二項の規定により国土調査の成果を認証した場合又は同条第五

項の規定により指定をした場合においては、地籍調査にあつては当該調査に係る土地の登記の事務をつかさどる登記所に、その他の
国土調査にあつては政令で定める台帳を備える者に、それぞれ当該成果の写しを送付しなければならない。

２ 登記所又は前項の台帳を備える者は、政令で定めるところにより、同項の規定による送付に係る地図及び簿冊に基づいて、土地の表
示に関する登記及び所有権の登記名義人の氏名若しくは名称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の登記をし、又は同項
の台帳の記載を改めなければならない。

３ 前項の場合において、地籍調査が第三十二条の規定により行われたときは、登記所は、その成果に基いて分筆又は合筆の登記をし
なければならない。

不動産登記規則（平成１７年法務省令第１８号）
（地図）
第十条 地図は、地番区域又はその適宜の一部ごとに、正確な測量及び調査の成果に基づき作成するものとする。ただし、地番区域の全

部又は一部とこれに接続する区域を一体として地図を作成することを相当とする特段の事由がある場合には、当該接続する区域を含め
て地図を作成することができる。

５ 国土調査法第二十条第一項 の規定により登記所に送付された地籍図は、同条第二項又は第三項の規定による登記が完了した後に、
地図として備え付けるものとする。ただし、地図として備え付けることを不適当とする特別の事情がある場合は、この限りでない。

国土調査法による不動産登記に関する政令（昭和３２年政令第１３０号）
（国土調査の成果に基づく登記）
第一条 登記官は、国土調査法第二十条第一項の規定により地籍簿の送付を受けた場合において、次の各号に掲げるときは、地籍簿に

基づいて、職権で、当該各号に定める登記をしなければならない。ただし、地籍簿に記載されている事項が地籍調査の実施後に変更し
たと認められるときは、当該事項については、この限りでない。
一 地籍簿に記載された土地が表題登記がないものであるとき 当該土地の表題登記
二 土地の表題部の登記事項が地籍簿の記載と一致しないとき 当該登記事項に関する変更の登記又は更正の登記
三 所有権の登記名義人の氏名若しくは名称又は住所が地籍簿の記載と一致しないとき 当該登記名義人の氏名若しくは名称又は住

所についての変更の登記又は更正の登記
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２ー（１）．準備作業（内容）

②現地調査の通知
現地調査を実施する地域内の土地の所有者その他の

利害関係人又はこれらの者の代理人に、実施する地域及
び時期並びに調査に立ち会うべき旨を通知する。

①調査図素図及び地籍調査票等の作成
調査図素図は登記所に備え付けられている地図に準

ずる図面に基づき作成し、地籍調査票は登記簿に基づ
き作成する。

準備作業
調査図素図 地籍調査票
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○ 地籍調査の実施主体（市町村等）が登記簿に記録されている所有者等の住所及び氏名を調査し、
その住所及び氏名宛てに通知する。

○ 登記簿上の所有者等の住所及び氏名が必ずしも現在の住所及び氏名と一致するとは限らない
（所有者等が登記簿上の住所及び氏名の変更の手続をしていない場合がある）ため、通知が返送さ
れる場合がある。この場合には、住民票、除かれた住民票、戸籍の附票等により追跡調査が必要と
なる。

○ 所有者が死亡している場合には、その相続人を調査した上で、当該相続人に対し通知する必要が
ある。



２－（２）．準備作業（課題）

地籍調査における土地所有者等に関する調査地籍調査における土地所有者等の調査手順

＜現状＞

１年間に約１３万筆（全体の２割）もの土地で土地所有者等の追跡調査が必要
6

○ 平成２８年度に一筆地調査を実施した地区を対象とした調査においては、全体の約２割（約１３万
筆）もの土地で追跡調査が必要

○ 労力・調査期間等のコスト（特に都市部や山村部）、情報の保存期間や利用制限等による限界、
高齢化の進展等により、登記簿のみでは土地所有者等が把握できない土地の更なる増加が懸念

※１

※２ １調査地区には、様々な地帯（DID、宅地、農地、林地）が含まれるため、地区内で最も割合の多い地帯で区分

地帯別※２の調査結果
（）内の数字は調査対象筆数に対する割合

全体
都市部
（DID）

宅地 農地 林地

調査対象筆数 ６２２，６０８ ７９，７８３ ９８，７７５ ２００，６１７ ２４３，４３３

① 登記簿上で所在確認
４９７，５４９
（７９．９%）

６８，２０３
（８５．５%）

８１，６１０
（８２．６%）

１６６．６４８
（８３．１%）

１８１，０８８
（７４．４%）

② 登記簿のみでは所在不明
１２５，０５９
（２０．１%）

１１，５８０
（１４．５%）

１７，１６５
（１７．４%）

３３，９６９
（１６．９%）

６２，３４５
（２５．６%）

（平成２８年度に一筆地調査を実施した地区を対象に調査）

※１ 土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人

③ 最終的に所在不明
２，５２６

（０．４１%）
３０４

（０．３８%）
１３４

（０．１４%）
６８９

（０．３４%）
１，３９９

（０．５７%）

参考：筆界未定
１０，１４０
（１．６%）

２，０１４
（２．５%）

１，４３８
（１．５%）

２，２６４
（１．１%）

４，４２４
（１．８%）

登記簿上の土地所有者に対し、現地調査の通知

①所在を確認

土地所有者等の
立会いにより

土地境界を確認

筆界未定
or

客観的資料で
土地境界を確認

※  土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人

所在不明

②所在を確認 ③所在不明

追跡調査（戸籍・住民票・近隣住
民からの事情聴取等）により土
地所有者等を調査し、再通知



２－（３）．準備作業（検討の方向性（案））

森林法（昭和２６年法律第２４９号）にお
ける森林所有者等に関する情報の利用
等に関する規定
第１９１条の２

都道府県知事及び市町村の長は、この
法律の施行に必要な限度で、その保有
する森林所有者等の氏名その他の森林
所有者等に関する情報を、その保有に当
たつて特定された利用の目的以外の目

的のために内部で利用することができる。

所有者情報の内部利用に関する立法例 現行の仕組み（専門家の知見）

「地籍調査事業（外注）実施要領」

（平成１５年４月１日付け国土国第５０４号国土交通省
土地・水資源局国土調査課長通知）

○ただし、住所不明所有者等の調査は
実施主体である市町村が自ら行うことと
なっている。

※外注とは、一筆地調査を民間業者等に委託して実施するもの

○資料収集や現地での立会いなど一筆
地調査の大部分は、土地家屋調査士や
測量士等の民間事業者が実施可能。
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○ 地籍調査における土地所有者等の所在確認において、例えば、住民票や戸籍以外の情報を活用
するなどして、作業の効率化・円滑化を図ることができないか。

○ また、市町村職員が行っている追跡調査において、例えば、相続関係調査等に関する専門家の
知見を活用するなどして、市町村の負担軽減を図ることはできないか。



３－（１）．現地調査（立会いの内容）

③現地調査の実施
調査図素図に基づいて、土地の配列の順序に従い、

毎筆の土地について所有者等の立会いを求めて筆
界等の調査を行った上で、調査図素図及び地籍調査
票に調査結果を記録する。

現地調査
立会人の
署名・押印
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○ 現地調査では、一筆毎の土地について所有者等の立会いを求めて筆界の確認をすることが
原則

地籍調査においては、新たに筆界を創設するのではなく、既存の筆界を確認する作業である
ため、所有者等の立会いは必ずしも必要ではないと考えられるが、

・公図等は現地復元性が乏しいこと
・土地に関する事情を最もよく承知しているのは所有者である

ことから、立会いを得ることを原則としている。



【参考】参照条文

国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）
（立会又は出頭）
第二十五条 国土調査を実施する者は、その実施のために必要がある場合においては、当該国土調査に係る土地の所有者その他の利

害関係人又はこれらの者の代理人を現地に立ち会わせることができる。
２ 国土調査を実施する国の機関又は地方公共団体は、その実施のために必要がある場合においては、当該国土調査に係る土地の所

有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人に、当該国土調査に係る土地の所在する市町村内の事務所への出頭を求めること
ができる。

地籍調査作業規程準則（昭和３２年総理府令第７１号）
（現地調査の通知）
第二十条 地籍調査を実施する者（法第十条第二項 の規定により国土調査の実施を委託された法人が国土調査を実施する場合にあつ

ては、その実施を委託した都道府県又は市町村。以下この条及び次条において同じ。）は、調査図素図、調査図一覧図及び地籍調査票
の作成の終了時期が明らかとなつたとき又はその作成を終了したときは、現地について行う一筆地調査（以下「現地調査」という。）に着
手する時期を決定し、現地調査を実施する地域内の土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人（以下「所有者等」とい
う。）に、実施する地域及び時期並びに調査に立ち会うべき旨を通知するものとする。

（現地調査の実施）
第二十三条 現地調査は、調査図素図に基いて、おおむね土地の配列の順序に従い、毎筆の土地について、その所有者、地番、地目及

び筆界の調査を行うものとする。
２ 前項の調査には、当該調査に係る土地の所有者等の立会いを求めるとともに、その経緯を地籍調査票に記録するものとする。
３ （略）
（筆界の調査）
第三十条 筆界は、慣習、筆界に関する文書等を参考とし、かつ、土地の所有者等の確認を得て調査するものとする。
２ 第二十三条第二項の規定による立会が得られないことについて相当の理由があり、かつ、筆界を確認するに足る客観的な資料が存
在する場合においては、当該資料により作成された筆界案を用いて確認を求めることができるものとする。
３ 土地の所有者その他の利害関係人及びこれらの者の代理人の所在が明らかでないため第二十三条第二項の規定による立会いを求

めることができない場合で、かつ、筆界を明らかにする客観的な資料が存在する場合においては、前二項の規定にかかわらず、関係行政
機関と協議の上、当該土地の所有者その他の利害関係人及びこれらの者の代理人の確認を得ずに調査することができる。
４ 土地の所有者等の所在が明らかな場合であつて第一項及び第二項の確認が得られないとき又は前項に規定する立会いを求めること
ができない場合であつて前項の規定に基づき調査することができないときは、調査図素図の当該部分に「筆界未定」と朱書するものとする。
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３－（２）．現地調査（課題）

平成28年度の地籍調査における
準則30条3項の利用状況

準則30条3項を適用し筆界を確認した筆数
618筆

２４．５％

※残り1,908筆は筆界未定

追跡調査をしても、最終的に所在不明により
立会いができなかった筆数 2,526筆

調査対象の筆数
622,251筆

筆界未定の影響

1
2 3

4 5
6

7
8

1＋2＋3＋4＋
5＋6＋7＋8

５番の土地の
所有者の立

会いが得られ
ず、境界確認
ができない。

５番の土地に
隣接する土地
を含めて筆界
未定となる。
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○ 筆界未定解消のため、平成２２年度に地籍調査作業規程準則を改正し、所有者等の確認を得ず
に客観的な資料により筆界の調査が可能とした。

○ 平成28年度の全国における地籍調査では、土地所有者等の所在不明で立会いが困難であった
2,526筆のうち、客観的資料 により筆界を調査（準則30条3項）することができたものは、約25パー
セント（618筆）。

○ また、マンション等の区分建物の敷地の立会い及び相続人が多数に及ぶ場合の立会い等、今後、
立会いができないケースが更に増加。

※位置及び形状が誤差の範囲内で一致する地積測量図や位置、筆の位置、形状及び周辺地との関係に矛盾のない既存資料（境界確定図、用地実測図等）等

※



３－（３）．現地調査（検討の方向性（案））

大規模災害からの復興のための特別措置として、
復興整備事業の実施主体は、一定の要件の下に、
筆界特定の申請をすることができるとされている
（東日本大震災復興特別区域法（平成２３年法律第１２２号）第７３条
及び大規模災害からの復興に関する法律（平成２５年法律第５５号）
第３６条）。

筆界特定の申請人に関する特例

立会い等における法務省（法務局）との連携

① 地元住民に対する説明会への出席
② 現地調査への協力
③ 成果案の閲覧への協力

〈協力内容〉

「民活と各省連携による地籍整備の推進」

（平成15年6月26日都市再生本部）

地籍調査の実施における法務局との協力につ
いて（平成16年6月30日付け国土国第107号国
土交通省土地・水資源局長通知

「地籍調査への法務局の積極的な協力」

筆界特定制度
土地の所有者として登記されている者等の申請に基づいて、筆
界特定登記官が外部専門家である筆界調査委員の意見を踏ま
えて、現地における土地の筆界の位置を特定する制度

※ 筆界特定の申請人は、所有権登記名義人等

（所有権の登記がある一筆の土地にあっては所有権の登記名義
人、所有権の登記がない一筆の土地にあっては表題部所有者、表
題登記がない土地にあっては所有者をいい、所有権の登記名義人
又は表題部所有者の相続人その他の一般承継人を含む。）

※ 筆界特定の結果に納得することができないときは、後から裁判
（筆界確定訴訟）で争うことも可能。

筆界特定制度の概要
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○ 立会いが困難となっている事例の整理・対応策の活用による筆界の確認の円滑化を検討。

○ 地籍調査における「筆界特定制度」の活用を検討。具体的には、地籍調査の実施主体（市町村
等）による筆界特定の申請を検討。



【参考】参照条文等

大規模災害からの復興に関する法律（平成２５年法律第５５号）
（不動産登記法の特例）
第三十六条 第十条第六項の規定により公表された復興計画に記載された復興整備事業（土地収用法第二十六条第一項、公共用地の取得に関する特別

措置法（昭和三十六年法律第百五十号）第十条第一項又は都市計画法第六十二条第一項の規定により告示された事業に限る。以下この項において単に
「復興整備事業」という。）の実施主体は、不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第百三十一条第一項の規定にかかわらず、同法第百二十五条
に規定する筆界特定登記官に対し、一筆の土地（復興整備事業の実施区域として定められた土地の区域内にその全部又は一部が所在する土地に限
る。）とこれに隣接する他の土地との筆界（同法第百二十三条第一号に規定する筆界をいう。）について、同法第百二十三条第二号に規定する筆界特定の
申請をすることができる。

２ 前項の申請は、対象土地（不動産登記法第百二十三条第三号に規定する対象土地をいう。）の所有権登記名義人等（同条第五号に規定する所有権登記

名義人等をいう。）の承諾がある場合に限り、することができる。ただし、当該所有権登記名義人等のうちにその所在が判明しない者がある場合は、その者
の承諾を得ることを要しない。

地籍調査の実施における法務局との協力について（平成１６年６月３０日付け国土国第１０７号国土交通省土地・水資源局長通知）
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）に基づく地籍調査事業は、昭和２６年度に調査を開始して以来、これまで５０年以上にわたり事業を進めてきたところ

でありますが、全国の進捗率は４６％となっており、特に都市部である人口集中地区については、その進捗率は１８％と、低位にとどまっている状況にあります。

このような状況の中、内閣に設置された都市再生本部において、平成１５年６月２６日に、「民活と各省連携による地籍整備の推進」と題する方針が示され、
都市再生の円滑な推進のため、国において、全国の都市部における地籍整備を強力に推進することとされたところです。

国土交通省としては、地籍を整備していくためには、登記事務や公図、境界などに極めて高い専門性や識見を有する法務局と連携を強化していくことが重
要と認識しており、今後都市部における地籍整備を協力に進めていくためにも、法務局との連携の意義は大きいものと考えられることから、地籍調査の実施
主体である市区町村において法務局職員の協力を受けつつ調査を実施することが必要であると認識しているところです。

このため、法務省との間で当該協力の方策の具体的内容について検討した結果、今般下記のとおり法務局職員の協力が得られることとなったので、この旨
貴管下部局及び市区町村に周知方お取り計らい願います。
（略）

記
１ 協力の範囲及び内容

地籍調査への協力の範囲及び内容は、次の（１）から（３）までの事項について、各法務局又は地方法務局との協議の上、定めることができるものとする。
（１） 地元住民に対する説明会への出席

地籍調査を実施するに当たっては、その意義及び作業の内容を周知し、協力を得る目的で地元住民に対して説明会等を開催することとされている
が、その際に、法務局職員が不動産登記に関する説明や質問について対応する。

（２） 現地調査への協力
地籍調査の工程において最も重要かつ困難な作業である現地調査を実施する際に、法務局職員が可能な範囲で協力する。

（３） 成果案の閲覧への協力
地籍調査の実施によって作成された成果案（地図及び簿冊）は、一般の閲覧に供され、土地の所有者等から誤り等の申出があれば、調査の上、修

正手続を行うものとされているが、この場合において、法務局職員が必要な範囲で協力する。
２ ・３ （略）
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